
 

旭川市鉄道利用促進事業助成金交付要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、ＪＲ北海道単独では維持することが困難な路線のうち、本市が関わる路線について、

旭川市民等の利用機会の増加及び路線維持への意識の向上を目的として旭川市が行う鉄道利用促進事業

助成金の交付に当たり、必要な事項を定めるものとする。 

 

（申請者） 

第２条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次項及び第３項の要件を全て満

たす者とする。 

２ 旭川市民又は旭川市内の学校に通学若しくは事業所等に勤務をする者であること。ただし、次の各号の

いずれかに該当する者は、この限りでない。 

⑴ 本市に隣接し、鉄道駅の無い町に居住する者 

⑵ 第３条第３項に規定する助成対象となる路線の沿線自治体に居住し、本市の観光等を目的とする者 

３ 旭川市暴力団排除条例（平成２６年旭川市条例第１６号。以下「暴排条例」という。）第２条第１号に

規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員、暴排条例第７条第１項に規定する暴力団関係事業者又

は暴排条例第１２条の規定に該当する者でないこと。 

 

（助成事業） 

第３条 助成対象となる事業（以下「事業」という。）とは、次項から第５項までの要件を全て満たす鉄

道利用であることを要する。 

２ 一の事業における鉄道利用の人数は２名以上とし、申請者以外の構成員は、前条第２項及び第３項の

要件を全て満たす者であることを要する。ただし、申請者が事業に同行する場合にあっては、申請者以

外の構成員に前条第３項を満たし、かつ旭川市の観光等を目的とする者を加えることができる。 

３ 別表に掲げる路線及び区間における鉄道利用であって、事業の開始日から起算して６日以内のものを

一の事業とする。 

４ 鉄道利用の目的は、観光、帰省及び学生の部活動等とする。ただし、通勤、通学及び法人又は個人事

業の用務に係る鉄道利用は対象外とする。 

５ 他の自治体等で実施している鉄道利用促進事業の助成金の交付を受けていないことを要する。 

 

（助成対象経費） 

第４条 助成対象となる経費は、申請者が前条に規定する事業のために購入し支払った次の各号に該当す

る旅客運賃又は料金の額とする。ただし、第４号に規定する旅行商品については、助成対象となる路線

及び区間における普通旅客運賃に８５／１００を乗じた額（１０円未満は切捨て）を助成対象経費とす

る。 

⑴ 普通旅客運賃又は団体旅客運賃（団体臨時列車の運行に係るものを除く。） 

⑵ 特別急行料金又は普通急行料金 

⑶ 特別の乗車券のうち、自由席往復きっぷ、特急トクだ値、一日散歩きっぷに係る運賃、料金、又はそ

の両方 

⑷ 旅行代理店が企画又は販売等をするＪＲ利用が含まれた旅行商品 

 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額の算定は次のとおりとし、１人当たりの助成上限額は５千円とする。  

⑴ 大人（中学生以上）については、助成対象経費に１/２を乗じた額とする。 

⑵ 子供（小学生以下）については、助成対象経費の額とする。 

２ 一の年度の助成金の総額は、予算の範囲内とする。 

 

（交付申請） 



第６条 申請者は、旭川市鉄道利用促進事業助成金交付申請書（様式第１号）を、事業開始の前日（旭川

市の休日を定める条例（平成５年旭川市条例第３号）第１条第１項各号に定める日を除く。）までに市

長に提出しなければならない。 

２ 申請書は、利用者名簿のほか、市長が必要と認める書類を添付しなければならない。 

 

（交付決定及び通知） 

第７条 市長は、前条第１項の規定に基づく申請があったときは速やかにその内容を審査し、内容が適

当と認めるときは、当該予算の範囲内で助成金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付を決定したときは、旭川市鉄道利用促進事業助成金交付申

請結果通知書（様式第２号）によりその旨を申請者に通知するものとする。また、助成金の不交付を

決定したときも同様とする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、助成金の交付の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請を取り下げるこ

とができる。 

２  申請者は、前項の規定により申請を取り下げることができる期間は、前条第２項の規定による通知が

あった日から３０日以内とし、取下げをしようとする者は、旭川市鉄道利用促進事業助成金交付申請取

下書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 

（事業内容の変更） 

第９条 申請者は、事業を中止し、又は内容を変更しようとするときは、旭川市鉄道利用促進事業助成金

事業変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微

な変更で市長が認めるものについては、この限りではない。 

 

（補助金額の変更決定及び通知） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定に基づく申請があったときは速やかに事業の変更内容を精査し、変更

について適当と認めるときは承認を行う。また、市長はその変更の承認に伴い、助成金額の変更を行うこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定により変更を承認したときは、旭川市鉄道利用促進事業助成金事業変更承認通知

書（様式第５号）によりその旨を申請者に通知するものとする。また、変更を承認しないときも同様とす

る。 

 

（実績報告）  

第１１条 申請者は、事業が完了したときは、３０日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に旭川市鉄道利用促進事業助成金実績報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 

（助成金額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定に基づく実績報告があったときは速やかに審査を行い、事業の成果が助成

金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき助成金額の確定をする

ものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金額を確定したときは、その額を申請者に通知するものとする。  

 

（助成金の交付） 

第１３条 申請者は、前条の規定に基づく助成金額の確定通知があったときは、旭川市鉄道利用促進事業

助成金請求書（様式第７号）を市長に提出し、助成金の交付を受けることができる。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。  

 

（交付決定の取消し及び返還） 



第１４条 市長は、助成金の交付決定を受け、又は助成金の交付を受けた申請者が次の各号のいずれか

に該当すると認めたときは、助成金の交付決定を取り消し、又は既に交付した助成金の全額又は一部

の返還を命ずるものとする。 

 ⑴ 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けた場合 

 ⑵ 第２条及び第３条の規定に該当しないことが判明した場合 

 ⑶ 助成金を他の用途に使用した場合 

 ⑷ 助成金の交付内容の決定若しくはこれに付した条件又は変更決定の内容に違反した場合 

 ⑸ その他この要綱に違反したと認められる場合 

 

（公表の同意） 

第１５条 申請者は、本事業における第１１条に規定する実績報告等について、市長が公表することに同意

するものとする。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

   附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

２ 改正後の本要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に開始する事業について適用する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の本要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に開始する事業について適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 



別表（第３条関係） 

 助成対象となる路線、区間は、次のとおりとする。 

 

路線名 区間 

ＪＲ富良野線 旭 川 駅 ～ 富良野駅 

ＪＲ石北本線 新旭川駅 ～ 網 走 駅 

ＪＲ宗谷本線 旭 川 駅 ～ 稚 内 駅 

  

備考 上記区間のうち、旭川市内の駅（神楽岡駅、緑が丘駅、西御料駅、西瑞穂駅、西神楽駅、西聖和駅、

千代ヶ岡駅、旭川四条駅、新旭川駅、南永山駅、東旭川駅、桜岡駅、永山駅及び北永山駅）を出発駅、

到着駅又は経由駅とする乗車に限り対象とする。 


